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船舶検査心得の一部改正について 
 
 
標記について、下記の省令等に関する船舶検査心得の一部を別添のとおり改正すること

と致しましたので、よろしくお取り計らい頂きますようお願い申し上げます。 
また、関係各位への周知方よろしくお取り計らい頂きますようお願い申し上げます。 

 
 
 

記 
 
 

・小型船舶安全規則.(昭和 49 年 運輸省令 第 36 号) 
 

・小型船舶の基準を定める告示(平成 14 年 国土交通省告示 第 517 号) 



船舶検査心得の一部改正について 
 

平成 19 年 7 月 
海事局安全基準課 

 
 
１．背景 

 
規制緩和推進 3 か年計画（再改定）（平成 12 年 3 月 31 日閣議決定）において、

プレジャーボートの技術基準について「ISO においてプレジャーボート全般の規 
格が制定された後、国内技術基準の整合化を図る。」と定められている。 
今般、ISO においてプレジャーボートの船体構造、復原性等に係る規格の大部

分の制定作業が完了したところであり、また、EU ではプレジャーボートに対す 
る強制要件として ISO 規格が順次取り入れられていることから、今後 ISO 規格 
の安全要件に適合する輸入艇の増加が予想される。 
この状況を受け、平成17年度及び18年度の2年間、日本小型船舶検査機構（JCI）

に「国内技術基準と ISO 規格との整合化に関する検討委員会」が設置され、小安

則の技術基準とそれに対応する ISO 規格との比較検討・評価が行われた。 
当該委員会による検討結果を踏まえ、可能なものから従来の技術基準に代えて 

ISO 規格を適用できるよう、今般、船舶検査心得について所要の改正を行う。 
 
２．改正の概要 
 

JCI の委員会での比較検討結果を踏まえ、小安則の各条文の要件に対して適合 
すると認められる ISO 規格については、各条文の心得において国内技術基準に代 
えて適用できるように規定する。一方で、小安則の条文の規定と直接の比較は困 
難であるが、実質的に同等の効力を有すると総合的に判断した ISO 規格について 
は、小安則第 3 条（同等効力）の規定に基づき同条文の心得に規定する。 
なお、船体構造、復原性に係る ISO 規格の対象船舶は、プレジャーボートに適

用が制限されているため、そのようなものについては規格の適用をプレジャーボ

ートのみに限定している。一方、機関・電気設備の規格等、その適用がプレジャ

ーボートに限定されていないものについては、小型船舶全般に適用可能としてい

る。 
また、既存の ISO 規格引用部分に制定年号を明記するなど、その他所要の改正 

を行う。 
（JCI においても、検査事務規程細則につき同様の改正を行う予定。） 
 
３．施行日及び経過措置 
 
通達発出の日から適用するが、現存船についてはなお従前の例によることがで 

きることとする。なお、規制強化となる規定(普通ガラスの使用禁止)については、

平成 20 年 1 月 1 日以降に建造、又は建造に着手された船舶に対して適用する。 
 


